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は　じ　め　に

　イタリアでは，₂₀₂₀年 ₉ 月₂₀・₂₁日に下院議員の定数及び選挙により選

ばれる上院議員の定数を，それぞれ₆₃₀人から₄₀₀人，₃₁₅人から₂₀₀人に削

減（約₃₆.₅％）する憲法改正案の是非を問う国民投票が実施された。今回

の国民投票は，₂₀₁₆年レンツィ内閣の下で実施され，大差で否決された

「権限が対等で相違のない二院制」及び「国の排他的立法事項の拡大」の是

非を問う国民投票に続く，憲法改正に関する戦後 ₄度目₁︶ の国民投票₂︶ で

イタリアの国会議員定数削減のための
憲法改正

高　　橋　　利　　安

＜研究ノート＞

＊本稿におけるインターネット情報への最終アクセス日は，₂₀₂₀年₁₁月 ₅日である。
 ₁） 以前の国民投票の概要については，表 ₁を参照。また，それぞれの国民投票の
詳細については，以下の拙稿を参照。①₂₀₀₁年：「イタリアにおける地方自治制度
改革をめぐる動向──₂₀₀₁年憲法的法律第 ₃号の分析を中心に──」愛敬浩二・
水島朝穂・諸根貞夫編『現代立憲主義の認識と実践』（日本評論社，₂₀₀₅年），②
₂₀₀₆年：「憲法体制転換期におけるイタリア憲法の変容──第 ₁共和制から第 ₂共
和制への移行の中で──」修道法学₃₀巻 ₂ 号（₂₀₀₈年）₄₀₂–₃₈₀頁，③「レンツィ
内閣による憲法改正の結末」法学新報₁₂₄巻 ₁ ・ ₂ 号（₂₀₁₇年），₂₀₃–₂₃₉頁。
 ₂） イタリアでは，憲法上の制度として今回の国民投票のように憲法₁₃₈条が規定
する「憲法改正手続きとしての国民投票」と憲法₇₅条が定める「現行法規の全部・
一部の廃止を求める国民投票」が存在する。

 ₁₃₈条〔憲法改正法律・憲法法律〕
 ①　憲法改正の法律およびその他の憲法法律は，各議院において， ₃ヵ月を下ら
ない期間をおいてなされる連続した ₂回の議決をもって採択され，かつ ₂回目の
表決では，各議院の議員の絶対多数によって可決されなければならない。

 ②　前項の法律は，公布後 ₃か月以内に，一議院の議員の ₅分の ₁，₅₀万人の選
挙権者または ₅つの州議会の要求があるときは，国民投票に付される。国民投票
に付された法律は，有効投票の多数によって可決されなければ審署することがで →
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あった。投票結果は，賛成が約 ₇割（賛成₆₉.₉₆％，反対₃₀.₀₄％）で国会

議員定数の大幅な削減が実現することとなった₃︶。

　本稿の課題は，以下の ₃点である。第 ₁は，国会議員定数削減の決定に

至る政治過程（国会審議・国民投票の実施）の解明である。とくに，憲法

改正案の審議の途中で，同盟と五つ星運動を与党とした第一次コンテ内閣₄︶

から，欧州議会選挙における同盟の躍進と五つ星運動の敗北の結果生まれ

た五つ星運動と民主党を与党とした第二次コンテ内閣への移行がどのよう

な影響を与えたかに注目したい。

　第 ₂は，国会議員定数削減問題を戦後憲法史の視点から考察することで

ある。このため制憲議会における議論，その後の定数削減の動向を整理し，

最後に今回の憲法改正案の内容を検討する。

きない。
 ③　法律が， ₂回目の表決において，各議院でその議員の ₃分の ₂の多数で可決
されたときは，国民投票は，これを行わない。

 　なおイタリア憲法の改正手続きの概要については図 ₁を参照
 ₇₅条〔法律廃止の国民投票〕
 ①　₅₀万人の選挙権者または五つの州議会の要求があるときは，法律または法律
の効力を有する行為を，全部または一部，廃止するかどうかを決定するために，
国民投票が行われる。

 ②　国民投票は，租税および予算，大赦および減刑，国際条約の批准の承認に関
する法律については，認められない。

 ③　衆議院の選挙権を有するすべての市民は，国民投票に参加する権利を有する。
 ④　国民投票に付された提案は，有権者の多数が投票に参加し，かつ有効投票の
多数が獲得された場合に，可決される。

 ⑤　法律は，国民投票の実施に関する方式を定める。
 　なお，いずれの国民投票の実施に関する具体的な手続は，₁₉₇₀年 ₅ 月₂₅日法律
₃₅₂号「憲法が定める国民投票及び国民の法律発案に関する規程（Norme sui ref-
erendum previsti dalla Costituzione e sulla iniziativa legislativa del popolo，以下，
国民投票法と表記）」に定められている。
 ₃） マッダレッラ大統領が₁₀月₁₉日に審署した憲法改正法律は，官報₂₆₁号（₁₀月
₂₁日）公示された。
 ₄） ₂₀₁₈年総選挙の結果と第一次コンテ内閣の成立に至る経緯については，高橋利
安「イタリア総選挙結果とコンテ内閣の成立」修道法学₄₁巻 ₂ 号（₂₀₁₉年），
₄₁₃–₄₂₁頁を参照。

→
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　第 ₃は，国民投票結果を現在入手可能な資料に基づいて検討することで

ある。

図 ₁　憲法改正手続きの概要

出典：『衆議院欧州各国憲法及び国民投票制度調査議員団報告書』（₂₀₀₆年₁₀月）₁₃₁
頁。

表 ₁　憲法改正に関する国民投票

実施日 国民投票の内容 憲法改正案の 
提案者

投票率 
（％）

賛成 
（％）

反対 
（％） 結果

₂₀₀₁/₁₀/₇

地方自治の深化
（中 央 政 府 と
州・県・市町村
の関係の抜本改
正）（ ₂部 ₅章）

プローディ・ダ
レーマ・アマート
内閣（中道左派）

₃₄.₀₅ ₆₄.₂₁ ₃₅.₇₉ 可決

₂₀₀₆/₆/₂₆ 
・₂₇

憲法第 ₂部の包
括的な改正

ベルルスコーニ内
閣（中道右派） ₅₂.₄₆ ₃₈.₇₁ ₆₁.₂₉ 否決

₂₀₁₆/₁₂/₄ レンツィ・ボスキの憲法改正
レンツィ内閣（中
道左派） ₆₅.₄₈ ₄₀.₈₈ ₅₉.₁₂ 否決

出典：Ministero dell＇interno, Referendum costituzionale, ₂₀₂₀, p. ₁₃
₁₆.<https://dait.interno.gov.it/documenti/dossier_referendum_costituzionale_₂₀₂₀.
pdf>
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Ⅰ　国会定数削減に関する憲法改正案の成立の政治過程

₁.　第一次コンテ内閣の成立と国会定数削減問題₅)

　今回の国会議員定数問題の直接的な出発点は，₂₀₁₈年 ₃ 月の総選挙後，

₅つ星運動と同盟が連立政権を形成する際に締結された「変革のための政

府に係る契約」₆︶（₂₀₁₈年 ₅ 月）にある。すなわち，「契約」の第₂₀項「政

治制度改革，自治及び直接民主制」は，まず取り組むべき課題として国会

議員定数の削減（下院₄₀₀人，上院₂₀₀人）を挙げていた。また，「契約」

は，国会議員の削減の狙いとして①「両議院の議事を組織することがより容

易になり，立法過程が，より効率的になる」，②上院議員と下院議員の総数

がほぼ半減するため，支出が大幅に削減できる」の ₂点を指摘した。

　さらに，「契約」で注目される点は，憲法改正へのアプローチ方法を転換

したことである。この転換は，「契約」が，「政治制度の基本的な改革にお

いては，限定的で，よく練られ，一貫性のあるいくつかの改革について，

問題ごとに区別され，独立した憲法的法律案を提案するという実際的で実

現可能なアプローチが必要である。」と指摘していることに明白に示されて

 ₅） 以下の記述は，以下の文献に依拠した。高橋利安「イタリア総選挙結果とコン
テ内閣の成立」修道法学₄₁巻 ₂ 号（₂₀₁₉年 ₂ 月），₄₀₃–₄₂₁頁；Camera dei depu-
tati, Dossier ₁₉ agosto Riduzione del numero dei parlamentari, Il testo di legge 
costituzionale e il referendum ex art. ₁₃₈ della Costituzione; a cura del Dipartimento 
per le riforme istituzionali, Il dossier sul disegno di legge costituzionale ＂Modifiche 
agli articoli ₅₆, ₅₇ e ₅₉ della Costituzione in materia di riduzione del numero dei 
parlamentari＂

 <http://www.riformeistituzionali.gov.it/media/₁₃₁₂/editing-dossier-riduzparl-
₂₂lug-norev.pdf>；Mauro Volpi, La riduzione del numero dei parlamentari e il futuro 
della rappresentanza in Costituzionalismo it, ₂₀₂₀, n.₁, pp. ₄₄–₄₆. <https://www.
costituzionalismo.it/wp-content/uploads/₅.-Fasc.₁–₂₀₂₀-Volpi.pdf>

 ₆） この「契約」は，両政党の党首が署名した全₃₀項目の政策についての合意を示
した₅₀頁の文書で，ドイツでの連立政権が締結する「政府協定」をモデルとした
と い わ れ て い る。Movimento ₅ Stelle e Lega, Contratto per il Governo del 
Cambiamento, p. ₃₅. <https://s₃-eu-west-₁.amazonaws.com/associazionerousseau/
documenti/contratto_governo.pdf>
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いる。すなわち，レンツィ内閣に代表される一つの包括的な憲法改正案に

よる「大改革」の断行という路線から，より緊急なものから部分的な改革

を積み上げていくという路線（「部分的改革」）への転換と評価できる。

　また，正式に成立したコンテ内閣（₂₀₁₈年 ₆ 月 ₁ 日）は，₂₀₁₈年 ₉ 月₂₇

日の閣議決定を経て実質的な「政策綱領」₇︶ を公表した。この「綱領」は，

独自の項目として憲法改正問題₈︶ を設け，今立法期（₁₈期）で実現すべき

課題として，国会議員の削減を挙げた。削減の比率・目的は，「契約」で示

されたものと同じであった。

₂.　憲法改正案の国会における審議経過₉)

　議会における議員定数削減問題の議論は，R.フラカッロ（Riccardo 

Fraccaro）大臣（議会関係及び直接民主制担当，五つ星運動）が，両院の

合同憲法問題委員において行った憲法改正問題へのコンテ内閣の取り組み

の説明₁₀︶ 及び議員との質疑応答から始まった（₂₀₁₈年 ₇ 月₁₂日）。

 ₇） 正式には「₂₀₁₈年度経済・財政に関する文書の改訂に関する注記（Nota di 
Aggiornamento del Documento di Economia e Finanza）」。<http://www.dt.mef.gov.
it/modules/documenti_it/analisi_progammazione/documenti_programmatici/
def_₂₀₁₈/NADEF_₂₀₁₈.pdf>，イタリアにおける経済・財政計画の主要な手段で，
内閣が国会に提案し，その承認を得なければならない，経済・公財政の中期戦略
を示したもの。
 ₈） 「綱領」の「憲法改正」の項目において，「政治制度改革の基本的な目的」とし
て「市民の政治生活への参加をより広範で実効的なものとし，かつ国会活動がよ
り有効性なものとなることを促進することで，下すべき決定の質を向上させるこ
と」を指摘した上で，具体的な改正事項として，国会定数削減に加えて，①政策
提案型の国民投票制の新設による直接民主制の強化，②経済労働国民会議の廃止，
③選挙に関する事項および国家議員の被選挙権欠格及び兼職禁止に関する争訟に
議院が下した議決に対して憲法裁判所への訴訟を可能にする制度の導入。
 ₉） 以下の文献に拠った。Il dossier sul disegno di legge costituzionale, cit., pp. 
₁₂–₁₇.
₁₀） フラカッロ大臣の発言要旨は以下の通り。国会議員定数の削減は，市民が強く
求めている政策であり，特に重要なものである。ヨーロッパにおいて，イタリア
は，人民から直接選挙される議員が₉₄₅人で最も多い国会議員数の国である。イタ
リアに，約₇₀₀人のドイツ，約₆₅₀人のイギリス，そして₆₀₀人を若干下回る₆₀₀人 →
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（₁）第一読会

　憲法改正案は，まず，上院で審議が開始された。憲法問題委員会に次の

₃つの議員提出の法案が提出された（提出日順）。① G. クアリアリエッロ

（Gaetano Quagliariello）上院議員（フォルツァ・イタリア──中道連合）

より₂₀₁₈ 年 ₄月に提出された法律案第₂₁₄号「国会議員定数削減に関する

憲法改正」（₂₀₁₈年 ₄ 月 ₄ 日），② R. カルデローリ（Roberto Calderoli）上

院議員（同盟──サルデーニャ行動党）及びG. ペリッリ（Gianluca Perilli）

上院議員（ ₅つ星運動）により同年 ₆月に提出された法律案第₅₁₅号「下院

及び上院の構成に関する憲法₅₇条及び₅₇条の改正（以下「₅₁₅ 号案」），③

S. パトゥアネッリ（Stefano Patuanelli）上院議員（ ₅つ星運動）及びM. ロ

メオ（Massimiliano Romeo）上院議員（同盟──サルデーニャ行動党）に

より同年 ₉月に提出された法律案第₈₀₅号「下院及び上院の構成に関する憲

法₅₇条及び₅₇条の改正」。

　以上の ₃法案の提出を受けて，憲法委員会は，法案審議を正式に開始し

た（₂₀₁₈年₁₀月₁₀日）。提案理由の点で若干の相違はあったが，₃法案とも

国会議員の定数をそれぞれ，下院₄₀₀人，上院₂₀₀人に削減するという基本

的な方向性・内容で一致していたので，憲法委員会は， ₃法案を統合した

のフランスが続く。フランスについては，特にマクロン大統領が最近国会議員数
の ₃分の一を削減する提案をしたことが注目される。

 ……「契約」は，国会議員定数の『大幅な削減』（下院₄₀₀人，上院₂₀₀人）から出
発することの必要性を強調している。このような削減は，明らかに憲法機関に関
する支出を確実に減少させるであろう。しかし，この改革の目的は，単純に節約
というただ一つの要求に還元することはできない。国会議員定数の削減は，実際，
両院の決定過程の改善を引き起こし，両院がより有効に活動すること，その結果，
市民の要求により応えることが可能となるであろう。この提案によって，国会は，
もっぱら市民の利益に沿った「自己改革する能力を示すことができるであろう。」。
in Resoconto stenografico Audizione 1. Seduta di giovedì 12 luglio 2018, p. ₆

 <http://documenti.camera.it/leg₁₈/resoconti/commissioni/stenografici/
pdf/₀₁c₀₁/audiz₂/audizione/₂₀₁₈/₀₇/₁₂/leg.₁₈ .stencomm.data₂₀₁₈₀₇₁₂ .U₁ .
com₀₁c₀₁.audiz₂.audizione.₀₀₀₁.pdf>

→
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法案をその後の審議の基礎となる法案として採択した₁₁︶（₂₀₁₈年₁₂月₁₂

日）。また，₁₂月₁₉日の憲法委員会は，憲法改正の施行日に関する修正案を

可決し，この一部修正された統合案を憲法委員会案として上院本会議に上

程することを決定した。

　本会議においては，各州及び自治県に配分する最小上院議員定数に議論

が集中した。その結果，各州に配分される上院議員定数の下限を憲法委員

会案の ₄から ₃に削減する修正案が可決された。さらに可決された修正案

は，はじめて，上院議員定数の配分対象としてトレント及びボルツァーノ

自治県₁₂︶ を憲法に明記した。

　本会議における以上の修正を経て，憲法改正案は ,賛成₁₈₅（五つ星運動，

フォルツァ・イタリア，同盟──サルデーニャ行動党，同胞イタリア）反

対₅₄（民主党，ファルツァ・イタリア ₂（混合会派に所属），棄権 ₄で可決

された（₂₀₁₉年 ₂ 月 ₇ 日）。

　下院での審議は，憲法委員会で₂₀₁₉年 ₂ 月₂₇日に開始されたが，その過

程で野党から，議員定数削減に関連し改正を補完するという趣旨（定数削

減と同時に「体系的な改革」の必要性）で多くの修正案（機能・権限が異

なった二院制の導入，改革，州知事・自治県知事の上院の活動への参加，

上院の被比選挙年齢引き下げなど）が提出された。しかし，いずれの修正

案も審議の対象である議員定数削減とは関連性がなく異質なものであると

いう理由で審議の対象から排除された。こうして，下院憲法委員会は，上

院案を原案（AC. ₁₅₈₃）として採択し，本会議に上程した（ ₄月₁₀日）。

₁₁） 統合案は，全 ₄か条から成り，第 ₁条が下院議員の定数削減，第 ₂条が上院議
員の定数削減と各州に対する配分定数の見直し，第 ₃条が大統領の任命する終身
上院議員の定員規定の見直し，第 ₄条が施行期日等に関する規定となっていた。
このうち，第 ₃条は，統合に際して加えられた規定で，上院議員の定数が大幅に
削減される中で，終身上院議員の比重が過大にならないことを目的としている。
₁₂） トレンティーノ＝アルト・アディジェ州は，憲法（₁₁₆条）でトレント自治県
とボルツァーノ自治県から構成されることが定められており，両県には州に準じ
た地位が認められてきた。この憲法条文化によって両自治県にも定数 ₃が配分さ
れることが明確となった。
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　本会議の審議では，民主党は，逐条審議に先立ち，憲法改正案に関する

憲法適合性の先決審査動議₁₃︶ を提出した。これは，今までの憲法改正法案

の審議の中で，法案審査の方法という視点から，法案の憲法適合性に重大

な疑念が明らかとなったという理由に基づくものであった。実際には，前

述したように野党提出のすべての修正案を議院規則₈₉条 ₁ 項に基づき，受

理せず，審議の対象から排除したことの是非を問うものであった。この動

議は，与党多数で否決され（₂₀₁₉年 ₅ 月 ₇ 日），審議が続行された。

　同日，逐条審議が開始されたが，議長は再び，議院規則₈₉条 ₁ 項を根拠

に野党のすべての修正提案を不受理とし，下院本会議は，₂₀₁₉年 ₅月 ₉日，

上院が可決した内容と同一の憲法改正案（A.C. ₁₅₈₅）を絶対多数の賛成で

可決した（出席₄₂₂,賛成₃₁₀，反対₁₀₇，棄権 ₅［フォルツァ・イタリア ₂，

混合会派 ₃］，賛成・反対の党派構成は上院と同じ）。

（₂）第二読会

　下院で可決された憲法改正法律案は，第 ₂回目の表決に向けて新たに上

院に移送され（ ₅月 ₉日），憲法問題委員会に付託された（法案 A.S. ₂₁₄-

₅₁₅-₈₀₅-B， ₅月₁₅日）。法案の審議は， ₆月₂₅日から開始され， ₇月 ₂日

に憲法委員会は，下院が可決した法案を本会議に上程することを決定した。

本会議における審議は ₇月₁₀日に総括討議が開始され₁₁日に ₂度の目の表

決が行われ，構成員の絶対多数の賛成（賛成₁₈₀票，反対₅₀票）で憲法改正

案を可決した。

　上院での ₂回目の表決を受けて，下院憲法委員会は，憲法改正案の審議

を開始し， ₇月₃₀日の会議で上院案に賛成という立場から本本会議に₁₀月

₁日に上程すると議決した。こうして，下院の本会議は，憲法法律（（A.C. 

₁₅₈₅-B）を ₂回目の表決において，民主党が賛成に転じたため賛成₅₆₉票，

₁₃） A.C. 1585 –Questione pregiudiziale di costituzionalità, n. 1. Migliore ed altri, XVIII 
LEGISLATURA — Allegato A ai resoconti — seduta del ₇ maggio ₂₀₁₉, pp. ₁₄–₁₅.

 <https://documenti.camera.it/leg₁₈/resoconti/assemblea/html/sed₀₁₇₀/leg.₁₈.
sed₀₁₇₀.allegato_a.pdf>
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反対₁₄票，棄権 ₂票で構成員の ₃分の ₂を超える賛成で可決した。

₃.　第 ₂次コンテ内閣の成立と定数削減問題

　なぜ，民主党は，五つ星運動と同盟の「契約」に基づく憲法改正案への

賛成に転じたのであろうか？この態度変更の理由を検討しよう。

（₁）民主党はなぜ反対したのか

　民主党下院議員団会報₂₀₉号（「国会議員定数の削減は，政治制度を改善

せず民主主義を悪化させる」）₁₄︶ は，民主党の議員削減問題に対する基本的

な立場を「民主党は，原則として国会議員定数削減に反対ではないが，定

数削減問題は，議会制度をより効率的で代表的なものにする改革と一体な

ものとして取り組まなければならない」と説明している。すなわち，「同じ

ことを行う ₂つの対等な議院からなる世界に類のない二院制」の改革の中

に議員定数削減問題を位置づけなければならない。「民主党は，完全な二院

制を克服し，₅₀₀の議員──黄・緑（政党カラーから，黄：五つ星運動，

緑：同盟，与党）案より少ない──からなる下院のみのとする₁₅︶ ことに賛

成する用意があると宣言してきた」。しかし，審議の対象となった法案は，

₁₄） La Riduzione del numero dei parlamentari. Non migliora le istituzioni e fa male 
alla democrazia, Ufficio Documentazione e Studi, Dossier n. ₂₀₉ maggio ₂₀₁₉, in 
Deputatipd.it

 <https://deputatipd.it/files/documenti/₂₀_RiduzioneParlamentari_₀.pdf>
₁₅） 上院に代替する制度として「国家─州会議」の憲法機関化を提案している。「国
家─州会議」とは，₁₉₈₃年に州の利益に関わる国の法令等について州の意見を政
府に伝える場として設置され，その後，権能が拡大され現在では，主な権能は以
下の通り。①州の利害に関わる政府の法律案，立法命令案及び規則案に対して意
見の表明。②国の行政行為等に対して，全構成員の同意及び合意を図る。③法律
により州に配分される財源の配分基準等の決定を行う。④同会議が承認した計画
の成果について評価を行う。⑤国及び州の行政活動に関する情報の交換を行う。
⑥国家行政機関のうち，国と州の代表から構成される組織について，州代表の指
名を行う。芦田淳「イタリアにおける「地域国家」モデルの憲法原理とその実施
をめぐる立法及び憲法裁判決の研究」（₂₀₁₆年度成城大学博士論文）₁₀₇–₁₀₈頁。

 <https://seijo.repo.nii.ac.jp/?action=pages_view_main&active_action=repository_
view_main_item_detail&item_id=₄₀₃₄&item_no=₁&page_id=₁₃&block_id=₁₇>
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完全な二院制といったイタリア議会制度の抱える問題から，定数削減問題

を切り離し経済的側面すなわち政治コスト削減に問題を矮小化した。この

結果，「ほとんど変化をもたらすことがなく，代表制民主主義に多くの害悪

を与える最悪の改革」となった断定した。

　つぎに憲法改正案に関する与党の乱暴な議事運営を反対の理由に挙げて

いる。すなわち，与党は，民主党（及び野党）が提出したすべての修正案

を，議院規則のこじつけ解釈によって審議の対象から除外し，民主党との

憲法改正に関する建設的な「対話」を拒絶した。

（₂）第 ₂次コンテ内閣の成立　民主党賛成へ

　賛成へと態度を変更した最大の要因は，政治環境の変化である。すなわ

ち，欧州議会選挙（ ₅月₂₆日実施）における同盟の躍進，五つ星運動の低

迷という結果，連立与党間での軋轢が増し，コンテ首相の「協約」の実施

の保証人（中立的な調停者）としての機能が危機（特に同盟指導者サル

ヴィーニとの鋭い対立，同盟は内閣不信任案を上院提出）に陥り，第一次

コンテ内閣は崩壊し，五つ星運動と民主党を中心とした第 ₂次コンテ内閣

が成立した（₂₀₁₉年 ₉ 月 ₅ 日）。新内閣は，今立法期で実現すべき政策綱

領₁₆︶ で憲法改正問題も取り上げ，定数削減問題と民主的代表性の憲法上の

₁₆） この「政府綱領」は，コンテ首相候補よりマッダレッラ大統領に閣僚名簿とと
もに提出され，受理された。翌日，各閣僚が大統領に宣誓し，第二次コンテ内閣
が正式に成立した。「政府綱領」は，₁₈立法期において実施すべき₂₉の項目を挙げ
ており，その₁₀項目に憲法改正問題を取り上げている。その特徴は，定数削減問
題は憲法改正の出発点に過ぎず，①両院の選挙権・被選挙権の年齢要件の同一化，
②諮問的国民投票の導入といった直接民主制と議会制民主主義との関係の在り方，
③選挙制度の見直しなどの問題に同時に取り組むことを明示したことである。
Programma di governo 4 settembre 2019 Il Presidente del Consiglio incaricato ha 
predisposto, sulla base degli indirizzi condivisi dal Movimento ₅ stelle, dal Partito 
Democratico e da Liberi e Uguali, le seguenti linee programmatiche, che andranno 
a costituire la politica generale del Governo della Repubblica per il prosieguo della 
VIII legislatura.

 <http://www.astrid-online.it/static/upload/prog/programma-governo-₄-settem-
bre-₂₀₁₉.pdf>
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保障に関する改正も同時に進めるという民主党の主張も盛り込まれた₁₇︶。

この結果，下院の第 ₂回表決で民主党は賛成に回った。さらに，与党連合

を構成した五つ星運動，民主党，自由・平等，イタリア・ヴィヴァの議員

団長は，政治制度改革に関する共同の政策文書₁₈︶（「憲法改正，両院選の選

挙法及び議院規則に関する課題」）に署名した。その内容は，以下の ₄点に

まとめることができる。

　 ₁）選挙法改正　議員定数の削減は，代表性に関する問題（少数政党の

排除，特定の地域の過少代表）を深刻化させる。₄党は，「政治的・地域的

多様性，ジェンダー平等，憲法裁判所の判決が示した原則の遵守及び言語

的少数者の保護をより効果的に保障する目的で，下院及び上院の新しい選

挙法案を₁₂月までに提案する。」。

　 ₂）両院の選挙権・被選挙権の年齢要件の同一化　現行の上院の選挙

権・被選挙権の年齢要件（₂₅歳，₄₀歳）を引き下げ下院の要件（₁₈歳，₂₅

歳）に揃える憲法改正案の成立に努力する。

　 ₃）議院規則の改正　削減された新たな議員定数に能率的に適合するよ

うに，各院の規則を改正する作業を素早く実行する。改正にあたっての留

意点として以下の ₃点を挙げている。①両院の権能を調整し，構造的な方

法で緊急法律及び内閣の信任問題の多用の制限することで国会機能の価値

を高める。②政府提案法案に充分な審議時間を確保することを目的とした

立法手続きの見直し。より一般的には，少数派の権利に留意しつつ審議を

迅速化する。③言語的少数者会派を両院で構成できることを保障する。

　 ₄）その他の憲法改正　①両院と政府との信任の在り方の見直し，②多

様な自治の整然かつ時宜を得た実現に向けた両院と州の関係の見直しに関

₁₇） 民主党が賛成に回った理由を説明した党の公式文書「国会議員定数削減：なぜ
民主党は賛成するのか」を参照。Riduzione del numero dei parlamentari: Perché il 
PD è favorevole, Ufficio Documentazione e Studi, Dossier n. ₂₀₉ maggio ₂₀₁₉, in 
Deputatipd. it.

₁₈） http://www.astrid-online.it/static/upload/protected/docu/documento-riforme-
maggioranza.da-on.ceccanti.pdf
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する憲法改正案の作成を与党のすべての政治勢力だけでなく，憲法学者お

よび市民社会の参加も呼びかけ，₁₂月中にも開始できるよう努める。

Ⅱ　₂₀₁₉年憲法改正案の内容₁₉︶

₁.　国会議員定数問題の歴史的展開

　両院で可決された憲法改正案の内容を紹介する前に，議員定数削減問題

の歴史的経緯を辿ることにしよう。

（₁）第一段階　人口比例に基づく議員定数の確定

　制憲議会において，すでに国会の機能性或いは代表性のいずれを重視す

るかという視点から，議員定数について活発な議論が展開された。機能性

を重視し限定的な議員定数を主張した者としてまず挙げることができるの

は，議会についての原案提案者コンテ（Giovanti Conti，共和党）である。

彼は，下院の議員定数を人口₁₅万人あたりに一人，すなわち約₃₀₀人とする

提案をした₂₀︶。下院の議員数の削減（プレファシズム自由主義期の下院の

議員数は₅₃₅）は，立法権を持った議会を持つ州制度が創設されるであろう

ことを考慮する必要からだった。次にエイナウディ（Luigi Einaudi，自由

党）は，議員数が限定された方が，質の高い立法能力を発揮できると主張

した₂₁︶。また，モルターティ（Costantino Mortati，キリスト教民主党）は，

州を代表する上院の議員数を限定することは，法律の優れた作成という目

的のためのより質の高い議員の選出を保障すると主張した₂₂︶。

　一方，代表性の保障の重視する主な議論として，「国会議員数の削減は，

₁₉） 以下の記述は，以下の文献に依拠した。芦田淳「イタリアの₂₀₁₉ 年憲法改正
法律─国会議員の定数削減とその評価・影響─」外国の立法 ₂₈₅（₂₀₂₀. ₉），
₆₇–₇₉頁
₂₀） Assemblea costituente, La seconda commissione, seduta ₄ settembre ₁₉₄₆, pp. 
₉₆–₁₀₀.
₂₁） Assemblea costituente, La seconda commissione, seduta ₁₈ settembre ₁₉₄₆, p. 
₂₀₀.
₂₂） Assemblea costituente, Assemblea plenaria, seduta ₈ ottobre ₁₉₄₇, pp. ₁₀₀₈–
₁₀₀₉.
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反民主主義的意味に，或いはファシズムや保守勢力によって引き起こされ

た人々の反議会主義的感情に譲歩することで代表機関の役割を縮小する意

図と理解される。」₂₃︶（テッラチーニ［Umberto Terracini］,共産党）又は，

「国会の国民代表としての性格，すなわち現実に生活している大衆を代表す

るものとしての国会議員の機能を強化してければならない。」₂₄︶（トリアッ

ティ，［Palmiro Togliatti］，共産党）などを挙げることができる。

　最終的には，両院の議員定数を固定しないという結論に至った。すなわ

ち，下院については，住民 ₈万人ごとに一人，端数については ₄万人を超

える場合に一人，上院では住民₂₀万人ごとに一人，端数については₁₀万人

を超える場合に一人と，人口に比例して定数を決定することとなった。こ

の結果，下院議員の定数は，第 ₁立法期（₁₉₄₈–₁₉₅₃）：₅₇₄，第 ₂立法期

（₁₉₅₃–₁₉₅₈）：₅₉₀，第 ₃立法期（₁₉₅₈–₁₉₆₃）：₅₉₆と変化した。一方上院

議員数は，第 ₁立法期では₂₃₇とされたが，憲法の経過的及び最終的規定第

₃条により，非選出の上院議員₁₀₇人がおり，合計₃₄₄人の上院議員となっ

た。上院議員定数は，第 ₂立法期，第 ₃立法期ではそれぞれ₂₃₇,₂₄₆であっ

た。

（₂）第 ₂段階　国会議員定数の固定化（下院₆₃₀，上院₃₁₅）

　第 ₂局面は，下院議員定数を₆₃₀，上院議員定数を₃₁₅に固定することを

決定した₁₉₆₃年 ₂ 月 ₉ 日憲法的法律第 ₂号によって開始された。定数の固

定化の決定に至った要因は，人口増加に比例して，議員定数を増加させる

ことで生じる議会の肥大化を避けることにあった。実際，₁₉₆₃年の議員一

人当たりの人口は，下院で₈₁,₀₀₀人，上院で₁₆₂,₀₀₀人から，₂₀₁₈年のそれ

は，下院で₉₆,₀₀₀人，上院で₁₉₂,₀₀₀人に増加している。

　いずれの院も第 ₃立法期までの定数より増加されているが，上院の方の

₂₃） Assemblea costituente, La seconda commissione, seduta ₁₈ settembre ₁₉₄₆, pp. 
₂₀₅–₂₀₆.
₂₄） Assemblea costituente, Assemblea plenaria, seduta ₂₃ settembre ₁₉₄₇, pp. 
₄₃₇–₄₃₈.
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増加率が高いのは，少数政党（地方政党）の代表性を保障するためであっ

た₂₅︶。

（₃）第 ₃段階　「改革」の季節における定数の見直し　₁₉₈₀年以降

　₁₉₈₀年代に入り，「政治制度改革」問題が政治課題に上り，議員定数問題

も新たな局面を迎えた。すなわち，議員定数削減を求める憲法改正案が繰

り返し国会で議論され，いくつかの法案は可決される₂₆︶ という事態となっ

た。なお，憲法改正案の多くは，定数削減だけでなく国会の構成や機能の

見直しも対象としていた。主な改正案を列挙したものが表 ₂である。改正

₂₅） なお，仮に改正が行われなかった場合，₁₉₆₃年の人口を基にすれば，下院議員
の定数は₆₃₇，上院議員の定数は₂₅₅となっていた。また，上院議員の定数を₃₁₅と
する設定については，選挙によらない議員を合わせた₃₄₄人という₁₉₄₈年時点の上
院議員数が影響を及ぼしたとされる（芦田前掲論文₆₉頁参照）。
₂₆） 表 ₂ベルルスコーニ改正案とレンツィーボスキ案は，両院で₁₃₈条の手続きに
基づき，可決された。しかし，いずれの案も国民投票によって否決された。
₂₇） 通常委員長の名を取ってボッツィ（自由党，戦後の著名な憲法学者の一人）委
員会と呼ばれている。各院の議決によって設置され₁₉₈₅年に議会に幾つかの憲法
改正案を含んだ報告書を提出するまで活動する。結局ボッツィ委員会の報告書は
全く議会で議論に付されることはなく，いわば調査報告書としての性格に止まっ
た。
₂₈） ₁₉₉₇年 ₁月₂₄日憲法的法律第 ₁号によって設置された憲法改正両院合同委員会
（委員の名前らからダレーマ委員会と呼ばれる）。この合同委員会は憲法第₂部「共
和国の政治制度」全般についての憲法改正原案の作成権が与えられていた。
₂₉） 「相違がない二院制」から，州を基礎とした領域自治の代表機関としての「共
和国連邦上院（Senato federale della Repubblica）」へと現行の上院を衣替えするこ →

表 ₂　第 ₃段階における議員定数削減案の一覧

立法期 改革案の主な内容
提案された定数

下院 上院

₉立法期 ①ボッツィ委員会₂₇︶（₁₉₈₅） 提案 a）：₅₁₄
提案 b）：₄₈₀–₅₀₀

提案 a）：₂₈₂
提案 b）：₂₄₀–₂₅₀

₁₃立法期 ②ダレーマ委員会₂₈︶（₁₉₉₇） ₄₀₀–₅₀₀ ₂₀₀

₁₄立法期 ③ «ベルルスコーニ改革»₂₉︶

（₂₀₀₆） ₅₁₈ ₂₅₂
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とにより，「非対称的な二院制」（「全国民の代表機関としての下院」と「州を中心
とした地域代表機関としての上院」からなる二院制）へと移行させる内容。詳細
は，高橋，前掲論文（₂₀₀₈年），₇₂–₇₆頁，
₃₀） ₂₀₀₇年には，下院に提出された複数の関連法案を統合した憲法改正案。下院憲
法問題委員会で可決された。同案は，上院議員を，州及び地方団体の議会により，
その構成員から，一部を除き州の人口に比例して選出されるものとした。また，
首相への信任は下院のみが行使すると定め，上院は解散もない。芦田淳「イタリ
アの対等な二院制下での立法過程をめぐる考察」北大法学論集，₆₂（₆），₂₈₃頁
₂₉₄[₂₆₅]–₂₇₁[₂₈₈]
₃₁） 報告書は，「対等で相違のない二院制」が「我が国の政治制度の機能不全の原
因の一つである」という評価に基づいて「政治的院としての下院（普通・直接選
挙で選出され，内閣との信任権を独占する）」と「州自治の代表機関である第二院
（全ての州知事，州議会議員の党派別比率に応じて選出される州の代表者から構成
される」という「構成と権限が相違する」二院制を提案している。高橋利安「レ
ンツィ内閣による憲法改正の政治的背景について」修道法学，₃₉巻 ₂ 号（₂₀₁₇）
₆₆₀–₆₆₁頁
₃₂） 委員会の「報告書」は，改革の基本的方向性として以下の ₄点を指摘した。
₁．議員定数の削減，対等な二院制の克服，立法過程の一層の規則化，特に緊急
命令に関するより厳格な規制を通じた議会の強化
₂．一院のみの信任，決定過程の簡略化，内閣提出法案を首相が指定した期日に
採択に付する制度の導入による議会における政府特権の強化
₃．権限の重複の意味ある削減，相互のより一層の協力に基づく州及び地方自治
体に関する憲法システムの改革
₄．異なった ₃つの選択可能な政府制度改革，すなわち a）合理化された議院内
閣制，b）フランスモデルの半大統領制，c）首相中心型議院内閣制。高橋，前
掲論文，₆₆₂頁

→

₁₅立法期 ④«ヴィオランテ案»₃₀︶（₂₀₀₇） ₅₁₂ ₁₈₆

₁₇立法期
⑤大統領によって設置された
政治制度改革に関する作業グ
ループ₃₁︶（₂₀₁₃）

₄₈₀ ₁₂₀

₁₇立法期
⑥レッタ首相によって設置さ
れた憲法改革に関する委員
会₃₂︶（₂₀₁₃）

₄₅₀/₄₈₀ ₁₅₀–₂₀₀

₁₇立法期 ⑦ «レンツィーボスキ改革»
（₂₀₁₆） ₆₃₀ ₁₀₀

出典：Presidenza del Consiglio dei ministri, Dipartimento per le riforme istituzion-
ali, La Riforma costituzionale di riduzione del numero dei parlamentari, 
Scheda di approfondimento, ₂₀₂₀, p. ₈
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案は，₁）部分的な見直しはあるものの，現行の「完全な二院制（bicamer-

alismo perfetto）」を実質的に維持する案（①②）と ₂）「通常の二院制（構

成と権限が相違した）」及び一院制へ移行することを提案する「完全な二院

制」の根本的見直し案（③④⑤⑥⑦）に二分することができる。

₂．₂₀₁₉年憲法改正案の内容₃₃)

　改正案は，全 ₄か条でその構成は，第 ₁条「下院議員数」，第 ₂条「上院

議員数」，第 ₃条「終身上院議員」，第 ₄条「施行」₃₄︶ となっている。以下，

内容を紹介する。

（₁）下院議員の定数削減（第 ₁条）

　憲法第₅₆条第 ₂項は，下院議員の定数を₆₃₀とし，そのうち₁₂を在外選挙

区において選出すると規定している。改正案は，定数を₄₀₀に削減し，在外

選挙区の定数も ₈としている。この結果，議員一人当たりの人口も₉₆,₀₀₆

人から₁₅₁,₂₁₀人に増加した（詳細は表 ₃を，また，在外選挙区については

表 ₄を参照）。

（₂）上院議員の定数削減等

　憲法第₅₇条第 ₂項は，選挙による上院議員の定数を₃₁₅とし，そのうち ₆

を在外選挙区において選出すると規定している。改正は，定数を₂₀₀に削減

し，在外選挙区の定数も ₄としている。定数削減の結果，上院議員一人当

たりの人口も₁₈₈,₄₂₄から₃₀₂,₄₂₀増加した。（各選挙区の変化については表

₅を参照）

　また，憲法第₅₇条第 ₃項は，各州への配分定数の下限を ₇とし，人口が

₃₃） 以下の文献を参照した。芦田前掲論文（₂₀₂₀），₇₃–₇₅頁；Dossier (₁₉ agosto 
₂₀₂₀), Riduzione del numero dei parlamentari, Il testo di legge costituzionale e il 
referendum ex art. ₁₃₈ della Costituzione, pp. ₃–₁₈

 <https://documenti.camera.it/Leg₁₈/Dossier/Pdf/AC₀₁₆₇g.Pdf>
₃₄） 「この憲法的法律の第 ₁条及び第 ₂条により改正された憲法第₅₆条及び第₅₇条
の規定は，この憲法的法律の施行日以降，最初の両議院の解散又は任期満了の日
から適用するものとする。ただし，適用の日は，当該施行日から₆₀日間が経過し
ていなければならない。」と規定している。
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表 ₃　現行及び削減後の下院選挙区ごとの定数

選挙区 ₆₁₈
定数

議員一人当 
たりの人口

₃₉₂
定数

議員一人当 
たりの人口

削減率
％

₁ ピエモンテ ₁ ₂₃ ₉₇,₇₂₉ ₁₅ ₁₄₉,₈₅₂ ₃₄.₈
₂ ピエモンテ ₂ ₂₂ ₉₆,₁₈₈ ₁₄ ₁₅₁,₁₅₂ ₃₆.₄
₃ ロンバルディア ₁ ₄₀ ₉₅,₁₄₇ ₂₅ ₁₅₂,₂₃₅ ₃₇.₅
₄ ロンバルディア ₂ ₂₂ ₉₄,₉₃₅ ₁₄ ₁₄₉,₁₈₄ ₃₆.₄
₅ ロンバルディア ₃ ₂₃ ₉₄,₅₆₉ ₁₄ ₁₅₅,₃₆₄ ₃₉.₁
₆ ロンバルディア ₄ ₁₇ ₉₆,₁₅₁ ₁₁ ₁₄₈,₅₉₈ ₃₅.₃
₇ ヴェネト ₁ ₂₀ ₉₆,₆₂₂ ₁₃ ₁₄₈,₆₄₉ ₃₅.₀
₈ ヴェネト ₂ ₃₀ ₉₇,₄₄₈ ₁₉ ₁₅₃,₈₆₆ ₃₆.₇

₉ フリウリ＝ヴェネツィア・ジューリア ₁₃ ₉₃,₈₆₈ ₈ ₁₅₂,₅₃₆ ₃₈.₅

₁₀ リグーリア ₁₆ ₉₈,₁₆₈ ₁₀ ₁₅₇,₀₆₉ ₃₇.₅
₁₁ エミリア＝ロマーニャ ₄₅ ₉₆,₄₉₁ ₂₉ ₁₄₉,₇₂₈ ₃₅.₆
₁₂ トスカーナ ₃₈ ₉₆,₆₃₆ ₂₄ ₁₅₃,₀₀₈ ₃₆.₈
₁₃ ウンブリア ₉ ₉₈,₂₅₂ ₆ ₁₄₇,₃₇₈ ₃₃.₃
₁₄ マルケ ₁₆ ₉₆,₃₃₂ ₁₀ ₁₅₄,₁₃₁ ₃₇.₅
₁₅ ラツィオ ₁ ₃₈ ₉₅,₃₃₁ ₂₄ ₁₅₀,₉₄₂ ₃₆.₈
₁₆ ラツィオ ₂ ₂₀ ₉₄,₀₁₃ ₁₂ ₁₅₆,₆₈₉ ₄₀.₀
₁₇ アブルッツォ ₁₄ ₉₃,₃₇₉ ₉ ₁₄₅,₂₅₆ ₃₅.₇
₁₈ モリーゼ ₃ ₁₀₄,₅₅₃ ₂ ₁₅₆,₈₃₀ ₃₃.₃
₁₉ カンパーニャ ₁ ₃₂ ₉₅,₄₆₇ ₂₀ ₁₅₂,₇₄₇ ₃₇.₅
₂₀ カンパーニャ ₂ ₂₈ ₉₆,₈₅₁ ₁₈ ₁₅₀,₆₅₈ ₃₅.₇
₂₁ プッリャ ₄₂ ₉₆,₄₈₉ ₂₇ ₁₅₀,₀₉₅ ₃₅.₇
₂₂ バジリカータ ₆ ₉₆,₃₃₉ ₄ ₁₄₄,₅₀₉ ₃₃.₃
₂₃ カラーブリア ₂₀ ₉₇,₉₅₂ ₁₃ ₁₅₀,₆₉₆ ₃₅.₀
₂₄ シチリア ₁ ₂₅ ₉₄,₆₁₈ ₁₅ ₁₅₇,₆₉₇ ₄₀.₀
₂₅ シチリア ₂ ₂₇ ₉₇,₆₈₃ ₁₇ ₁₅₅,₁₄₃ ₃₇.₀
₂₆ サルデーニャ ₁₇ ₉₆,₄₃₃ ₁₁ ₁₄₉,₀₃₂ ₃₅.₃
₂₇ ヴァッレ・ダオスタ ₁ ₁₂₆,₈₀₆ ₁ ₁₂₆,₈₀₆ –

₂₈ トレント＝アルト・アデージェ／南チロル ₁₁ ₉₃,₅₈₈ ₇ ₁₄₇,₀₆₇ ₃₆.₄

全国総計 ₆₁₈ ₉₆,₁₇₁ ₃₉₂ ₁₅₁,₆₁₆ ₃₆.₆
在外選挙区 ₁₂ ₈ ₃₃.₃

出典：Dossier (₁₉ agosto ₂₀₂₀), cit., p. ₅
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少ないモリーゼ州及びヴァッレ・ダオスタ州について，それぞれ定数を ₂

及び ₁としている。改正では，各州への配分定数の下限を ₃に引き下げた

が，モリーゼ州の定数を ₂，ヴァッレ・ダオスタ州の定数を ₁とする例外

は維持した。また，上院議員の最小限定数配分の対象として自治県を憲法

に明記した。こうして，トレンティーノ＝アルト・アディジェ州に関して，

同州を構成するトレント自治県とボルツァーノ自治県への配分定数の下限

を各 ₃と定めた。

（₃）終身上院議員の定員の明確化（第 ₃条）

　憲法第₅₉条第 ₂項は，「大統領は，社会，科学，芸術及び文学の分野にお

ける最高の功績により祖国の名誉を高めた市民を ₅人，終身の上院議員に

任命することができる」と規定している。大統領が任命できる ₅人という

数については，①在職中の終身議員の上限，②各大統領が任命できる数の

上限という二つの解釈があり，実際に②の解釈に基づく任命も行われた経

験もあった₃₅︶。改正は，「共和国大統領により任命されて在職中の元老院議

₃₅） 「従来の任命の大半は，①の解釈に基づいて，当該議員の死去後，大統領が新
たな議員の任命を行ってきた。しかし，₁₉₈₀年代半ばから₁₉₉₀年代初頭にかけて
S. ペルティニ（Sandro Pertini）及び F. コッシーガ（Francesco Cossiga）の両大
統領による②の解釈に基づく任命も見られ，当該議員が最大で ₉人まで増加した →

表 ₄　在外選挙区の定数

在外選挙区 定住イタリア人 
（人口）

定数 
（現行）

定数 
（改正）

ヨーロッパ（ロシア連邦及びトルコを含む） ₂,₆₈₅,₈₁₅
₅ 下院 ₃下院
₂上院 ₁上院

南米 ₁,₅₅₉,₀₆₈
₄ 下院 ₂下院
₂上院 ₁上院

北中米 ₄₅₁,₀₆₂
₂ 下院 ₂下院
₁上院 ₁上院

アフリカ・アジア・オセアニア・南極大陸 ₂₇₇,₉₉₇
₁ 下院 ₁下院
₁上院 ₁上院

出典：表 ₃と同じ， ₉頁。
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員の総数は，いかなる場合でも ₅人を超えることができない。」規定するこ

とで，規定の趣旨が①であることの明確にした。

ことがあった。その後，₁₉₉₂年に就任したO. スカルファロ（Oscar Luigi Scalfaro）
大統領以降は，在職している当該議員の総数が ₅人となるような運用が行われて
いる。芦田前掲論文（₂₀₂₀年）

→

表 ₅　現行及び削減後の上院州ごとの定数

州・自治県 ₃₀₉ 
定数

議員一人当た 
りの平均人

₁₉₆ 
定数

議員一人当 
たりの人口

削減率 
％

ピエモンテ ₂₂ ₁₉₈,₃₅₉ ₁₄ ₃₁₁,₇₀₈ ₃₆.₄
ヴァッレ・ダオスタ ₁ ₁₂₆,₈₀₆ ₁ ₁₂₆,₈₀₆ –
ロンバルディア ₄₉ ₁₉₈,₀₄₃ ₃₁ ₃₁₃,₀₃₇ ₃₆.₇
トレンティノ＝アルト・ア
ディジェ／南チロル ₇ ₁₄₇,₀₆₇ ₆ ₁₇₁,₅₇₉ ₁₄.₃

ヴェネト ₂₄ ₂₀₂,₃₂₉ ₁₆ ₃₀₃,₄₉₄ ₃₃.₃
フリウリ＝ヴェネツィア・
ジューリア ₇ ₁₇₄,₃₂₇ ₄ ₃₀₅,₀₇₂ ₄₂.₉

リグーリア ₈ ₁₉₆,₃₃₆ ₅ ₃₁₄,₁₃₈ ₃₇.₅
エミリア＝ロマーニャ ₂₂ ₁₉₇,₃₆₉ ₁₄ ₃₁₀,₁₅₂ ₃₆.₄
トスカーナ ₁₈ ₂₀₄,₀₁₁ ₁₂ ₃₀₆,₀₁₆ ₃₃.₃
ウンブリア ₇ ₁₂₆,₃₂₄ ₃ ₂₉₄,₇₅₆ ₅₇.₁
マルケ ₈ ₁₉₂,₆₆₄ ₅ ₃₀₈,₂₆₃ ₃₇.₅
ラツィオ ₂₈ ₁₉₆,₅₃₁ ₁₈ ₃₀₅,₇₁₅ ₃₅.₇
アブルッツォ ₇ ₁₈₆,₇₅₈ ₄ ₃₂₆,₈₂₇ ₄₂.₉
モリーゼ ₂ ₁₅₆,₈₃₀ ₂ ₁₅₆,₈₃₀ –
カンパーニャ ₂₉ ₁₉₈,₈₅₅ ₁₈ ₃₂₀,₃₇₈ ₃₇.₉
プッリャ ₂₀ ₂₀₂,₆₂₈ ₁₃ ₃₁₁,₇₃₅ ₃₅.₀
バジリカータ ₇ ₈₂,₅₇₆ ₃ ₁₉₂,₆₇₈ ₅₇.₁
カラーブリア ₁₀ ₁₉₅,₉₀₅ ₆ ₃₂₆,₅₀₈ ₄₀.₀
シチリア ₂₅ ₂₀₀,₁₁₆ ₁₆ ₃₁₂,₆₈₁ ₃₆.₀
サルデーニャ ₈ ₂₀₄,₉₂₀ ₅ ₃₂₇,₈₇₂ ₃₇.₅

全国総計 ₃₀₉ ₁₉₂,₃₄₂ ₁₉₆ ₃₀₃,₂₃₃ ₃₆.₆
在外選挙区 ₆ ₄ ₃₃.₃

出典：表 ₃と同じ，p. ₈。
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Ⅲ　国会定数削減に関する憲法改正国民投票

₁.　国民投票の実施をめぐる諸問題

（₁）国民投票の実施の決定

　憲法改正法律は，前述のように両議院で ₂回ずつ絶対多数で可決された。

しかし，₂₀₁₉年 ₇ 月に行われた上院の ₂回目の表決において賛成票が議員

数の ₃分の ₂に達しなかったことで国民投票の手続きの対象となった。こ

のため，本改正法律は，『「国会議員の定数削減に関する憲法第₅₆条，第₅₇

条及び第₅₉条の改正」に係る，第 ₂回目の表決において各議院の構成員の

₃分の ₂には満たない絶対多数により可決された憲法的法律の法文』とし

て，₁₀月₁₂日に官報に公示された₃₆︶。この日から₃₀日以内に①一議院の ₅

分の ₁の議員，②₅₀万人の選挙人，③五つの州議会，が法案を国民投票に

付す要求をすることができる。

　まず，急進党が₁₀月₁₇日に破棄院の書記局に国民投票の実施に必要な署

名を獲得するための推進団体として国民投票の要求を行い₃₇︶，署名獲得運

動を開始した。しかし， ₃か月後（₂₀₂₀年 ₁ 月 ₉ 日）に，獲得した署名数

が₆₆₆筆で，憲法が定める必要な署名数₅₀万にはるかに及ばないことを表明

した。実際，破棄院国民投票中央事務局は，必要な署名数に達していない

ことを理由に要求を否認した（₂₀₂₀年 ₁ 月₂₃日）₃₈︶。

　続いて，すべての院内会派を横断する₇₁人の上院議員₃₉︶ から国民投票の

₃₆） <https://www.gazzettaufficiale.it/eli/gu/₂₀₁₉/₁₀/₁₂/₂₄₀/sg/pdf>
₃₇） 急進党の国民投票の要求については，急進党のホームページを参照。<https://

www.partitoradicale.it/₂₀₁₉/₁₀/₁₅/taglio-parlamentari-partito-radicale-presenta-
richiesta-di-referendum-in-cassazione/>

 　急進党の国民投票の要求の告示が，₂₀₁₉年₁₀月₁₈日付官報に掲載された。
<https://www.gazzettaufficiale.it/eli/gu/₂₀₁₉/₁₀/₁₈/₂₄₅/sg/pdf>
₃₈） <http://www.cor tedicassazione.it/cassazione-resources/resources/cms/

documents/ordinanza_UCR_₂₃_₁_₂₀_CIAMPI_RADICALI.pdf>
₃₉） ₇₁名の上院議員の会派別構成は，以下の通り。フォルツァ・イタリア₄₂名，混
合会派₁₀名（在外イタリア人協力運動 ₂名，イタリア・ヴィヴァ──社会党 ₂名， →
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要求が行われ（₂₀₂₀年 ₁月₁₀日），国民投票中央事務局（破毀院内に設置さ

れる）はこの要求を適法と決定した（ ₁月₂₃日）₄₀︶。中央事務局の決定を受

けて，コンテ内閣は， ₁月₂₇日閣議で国民投票の投票日を ₃月₂₉日に決定

し₄₁︶，大統領令（₂₀₂₀年 ₁ 月₂₈日，D.P.R. pubblicato nella G.U. ₂₉ gennaio 

₂₀₂₀ n. ₂₃）₄₂︶ で国民に告示した₄₃︶。

（₂）新型コロナウイルスの感染拡大の影響

　①投票の延期

　しかし，イタリアで，新型コロナウイルス感染症拡大が， ₂月中旬以降

急速に深刻化し，死亡者数が中国を上回る事態となった。コンテ内閣は，

この事態を受け，新型コロナウイルス対策を強化し，移動の自由，集会の

自由などの憲法上の権利を「公衆衛生上の危機」を理由に制約する措置

（緊急法律，首相令など）を採用した₄₄︶。特に，国民投票の実施に強い影響

終身上院議員 ₁ 名［₁₉₈₄年ノーベル物理賞受賞，₂₀₁₃年 ₈ 月₃₀日任命），同盟 ₉
名，民主党 ₅名，五つ星運動 ₂名］。
₄₀） <http://www.cor tedicassazione.it/cassazione-resources/resources/cms/

documents/ordinanza_UCR_₂₃_₁_₂₀_DE_STEFANO_SENATORI.pdf>
₄₁） イタリア政府は，わずか ₄日後に「伝染性ウイルス感染者による病理の発生に
関連した公衆衛生上の危険」を理由に「緊急事宣言」（期間は ₇月₃₁日まで）を発
令した。
₄₂） D.P.R. ₂₈ gennaio ₂₀₂₀, Indizione del referendum popolare confermativo della 

legge costituzionale, recante: «Modifiche agli articoli ₅₆, ₅₇ e ₅₉ della Costituzione 
in materia di riduzione del numero dei parlamentari», approvata dal Parlamento, 

 https://www.gazzettaufficiale.it/eli/id/₂₀₂₀/₀₁/₂₉/₂₀A₀₀₆₇₁/sg
₄₃） 「国民投票法」₁₅条によれば，破毀院の国民投票が適法であるという決定から
₆₀日以内（今回の場合は₂₀₂₀年 ₃ 月₂₃日）に大統領は，閣議決定に基づき大統領
令で国民投票の投票日を公告しなければならない。また，投票日は，公告後₅₀日
から₇₀日以内の日曜日に行うと規定されている。
₄₄） イタリア政府の新型コロナウイルスに対する政策については，以下の文献を参
照。高橋利安「期間の限定と比例性の原則──イタリアからの報告」法と民主主
義，N. ₅₄₉（₂₀₂₀年 ₆ 月），₂₆–₂₉頁，同「新型コロナウイルス対策と憲法　イタ
リアの場合」修道法学₄₃巻 ₁ 号（₂₀₂₀年₁₂月刊行予定），₁–₂₆頁，芦田淳「【イタ
リア】新型コロナウイルス感染症対策──感染地域での活動制限等──」外国の
立法No. ₂₈₃–₁（₂₀₂₀.₄），₄–₅頁；同「【イタリア】新型コロナウイルス感染症対
策──緊急法律命令₆件を制定」外国の立法No. ₂₈₃–₂（₂₀₂₀.₅）₈–₉頁；同「【イ

→

→
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を与えたのは，₃月 ₄日首相令₄₅︶ であった。本首相令が，デモ，イベント

その他の集会（開催されるのが公的な場所であるか私的な場所であるかを

問わず，その性格も文化，娯楽，スポーツ及び宗教に関するものまで含む）

を中止し，事実上，大学を含むすべてのレベルの学校の閉鎖を決定した結

果，実質的な国民投票運動も不可能となり，多くの場合，投票所となる学

校が閉鎖された結果，投票も開票事務もできないこととなった。こうして，

コンテ内閣は，国民投票の一時延期を決定し（ ₃月 ₅日）₄₆︶，国民投票の投

票日を公告した ₁月₁₀日大統領令を取消す大統領令（G.U. ₆ marzo ₂₀₂₀, n. 

₅₇）₄₇︶ が翌日公布された₄₈︶。

　②新たな投票日の決定

　また，₂₀₂₀年 ₃ 月₁₇日緊急法律命令第₁₈号「新型コロナウイルス感染症

による疫学上の緊急事態に関連した国民保健サービスの強化並びに家庭，

タリア】新型コロナウイルス感染症対策──家庭・労働者・企業に対する支
援──」外国の立法No. ₂₈₄–₁（₂₀₂₀.₇）₁₆–₁₇頁；同【イタリア】新型コロナウ
イルス感染症対策──全国的な緊急事態下における権利制限──」外国の立法No. 
₂₈₄–₂（₂₀₂₀.₈）₁₄–₁₅頁；同「【イタリア】新型コロナウイルス感染症対策
──経済復活のための措置──」外国の立法 No. ₂₈₅–₁（₂₀₂₀.₁₀）₁₀–₁₁頁。
₄₅） Ulteriori disposizioni attuative del decreto-legge ₂₃ febbraio ₂₀₂₀, n. ₆, recante 

misure urgenti in materia di contenimento e gestione dell＇emergenza epidemiologica 
da COVID-₁₉, applicabili sull＇intero territorio nazionale.

 <https://www.gazzettaufficiale.it/eli/id/₂₀₂₀/₀₃/₀₄/₂₀A₀₁₄₇₅/sg>
 　本首相令で，集会の自由，学校の閉鎖など新型コロナウイルスの感染が集中し
た「レッドゾーン」でとられていた制限措置の一部を全国に拡大した。
₄₆） ₂₀₂₀年 ₃月 ₅日の閣議は，₃月 ₄日首相令「新型コロナウイルスのイタリア全
土での拡散に対する闘い，抑止，情報，予防に関する措置」の規定を考慮し，首
相の提案に基づき大統領に憲法改正に関する国民投票を ₃月₂₉日に実施すると公
告した ₁月₂₈日大統領令の取り消しを提案することを決定した。
₄₇） D.P.R. ₅ marzo ₂₀₂₀, Revoca del decreto del Presidente della Repubblica ₂₈ gen-

naio ₂₀₂₀, concernente indizione del referendum popolare confermativo della legge 
costituzionale recante: «Modifiche agli articoli ₅₆, ₅₇ e ₅₉ della Costituzione in 
materia di riduzione del numero dei parlamentari».

 <https://www.gazzettaufficiale.it/eli/id/₂₀₂₀/₀₃/₀₆/₂₀A₀₁₄₉₉/sg>
₄₈） 大統領令の交付を受けて，同日，内務省は，国民投票に関する事務の中断した
（内務省通達₂₀₂₀年₁₇号）。

→
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労働者及び企業に対する経済的支援に係る措置」₄₉︶ ₈₁条は，新たな国民投

票の実施日を「国民投票法」₁₅条₅₀︶ の規定を適用除外し，国民投票の要求

を認めた破毀院決定が報告された日から₂₄₀日以内に決定すると定めた。

　さらに，₂₀₂₀年 ₄ 月₂₀日緊急法律第₂₀号「₂₀₂₀年度の選挙に関する緊急

規程」₅₁︶ では，国民投票の実施について新型コロナウイルス感染拡大状況

を踏まえて，以下の特別措置を定めた。①必要なソーシャルデスタンスを

確保するため，国民投票及び各種選挙の投票日を日曜日と月曜日の二日間

とし，投票時間は，それぞれ， ₇時から₂₃時及び ₇時から₁₅時とする，②

新型コロナウイルス感染の危険を避けるために，政府が採用した保健及び

安全に関するプロトコルが定める投票・開票事務の様式及予防措置の遵守，

③選挙にかかる経費の削減および有権者及び投開票所の職員の健康の保持

の予防措置を考慮して，同一年に実施が予定されている国政・地方選挙を

統合して行う（いわゆる「統一選挙日（election day）」原則を憲法改正国

民投票にも適用する₅₂︶。

₄₉） D.L. ₁₇ marzo ₂₀₂₀, n. ₁₈, Misure di potenziamento del Servizio sanitario nazio-
nale e di sostegno economico per famiglie, lavoratori e imprese connesse all＇emer-
genza epidemiologica da COVID-₁₉ (convertito con modificazioni dalla L. ₂₄ aprile 
₂₀₂₀, n. ₂₇）.

 <https://www.gazzettaufficiale.it/eli/id/₂₀₂₀/₀₅/₁₅/₂₀A₀₂₆₂₆/sg>
₅₀） 同法₁₅条は，国民投票の要求を認めた破棄院決定から₇₀日以内に国民投票の告
示を大統領令で行うと定めていた。
₅₁） Disposizioni urgenti in materia di consultazioni elettorali per l＇anno₂₀₂₀.
 <https://www.gazzettaufficiale.it/eli/id/₂₀₂₀/₀₄/₂₀/₂₀G₀₀₀₄₄/sg>
₅₂） 選挙日を統合化する原則を憲法改正国民投票に適用することの決定権の所在を
めぐる（国会・内閣・大統領・選挙人団間）権限争議を憲法改正国民投票の推進
団体である急進党が提起した（ ₇月₂₃日）。急進党によれば，国民投票を統合化原
則に適用することは，選挙人団の権限を侵害しているという根拠に基づいていた。
憲法裁判所は，実質的な内容に踏み込むことなく，国民投票推進団体の原告適格
性を否認（憲法は選挙人団の投票権のより良い行使の保障という一般的な機能を
推進団体に与えていない）し，訴えを却下した（憲法裁判所決定₁₉₅号 ₈月₁₂日）。
h t t p s ://w w w . c o r t e c o s t i t u z i o n a l e . i t/ac t i o n S c h e d a P r o n u n c i a .
do?anno=₂₀₂₀&numero=₁₉₅）。この結果，新型コロナウイルスの影響で実施が延
期されていた①上院の補欠選挙②州知事及び州議会選挙③コムーネ長及びコムー →
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　新型コロナウイルス感染状況も見極めたうえで，コンテ内閣は，国民投

票の投票日を ₉ 月₂₀日及び₂₁日と決定（ ₇ 月₁₄日閣議）で，同日大統領

令₅₃︶ で投票日が正式に公告された。

　③投開票事務の特例

　政府は，₈月₁₄日緊急命令₁₀₃号₅₄︶「₂₀₂₀年の選挙及び国民投票における

投票の収集に関する予防及び安全上の作業様式」で以下のような新型コロ

ナウイルス感染の危険を最小限にし，同時に市民的・政治的権利を完全に

保障する必要から，投票開票事務に関する以下の特例を決定した。

　（a）選挙人は，投票先を明記し，折りたたんだ投票用紙を自ら投票箱に

投函する（現行法では，投票用紙は，投票所所長に寄託するとされ，所長

は投票場の閉鎖を確認し，投票箱に入れると規定されている）

　（b）通常は₂₀₀病床以上の病院・診療所に設けられる病院投票所を，新

型コロナウイルス感染症患者を担当する部門が存在する₁₀₀以上₁₉₉病床ま

での病院にも投票所を設置する。この投票所の職員がコロナウイルス感染

症患者の投・開票事務を特別な体制の下で行う。

　（c）新型コロナウイルスが原因で外出制限，強制隔離，自己隔離状態に

ある有権者に自宅での投票を認める。

（₃）主要政党の賛否の動向₅₅)

　主要政党の公式的な立場は以下の通りである。

ネ議会選挙④憲法改正（国会議員定数削減）の是非を問う国民投票が同じ日に実
施されることなった。
₅₃） Decreto del Presidente della Repubblica ₁₇ luglio ₂₀₂₀.
 <https://www.gazzettaufficiale.it/eli/id/₂₀₂₀/₀₇/₁₈/₂₀A₀₃₉₄₆/sg>
₅₄） Modalità operative, precauzionali e di sicurezza per la raccolta del voto nelle 

consultazioni elettorali e referendarie dell＇anno ₂₀₂₀.
 <https://www.gazzettaufficiale.it/elikono/id/₂₀₂₀/₀₈/₁₄/₂₀G₀₀₁₂₃/sg>
 　特例の詳細については Servizio di studi, Senato della Repubblica, Dossier n. ₂₈₇
を参照。

 <http://www.senato.it/service/PDF/PDFServer/BGT/₀₁₁₇₀₆₆₉.pdf>
₅₅） 以下の記述は，次の新聞各紙の記事にした。①Gabriele Genah, Referendum su taglio 

parlamentari: i partiti per il Sì e quelli per il No, in Corriere della sera, ₁₆ settembre ₂₀₂₀.

→
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民主党　民主党は，下院の第二回目の表決で賛成票を投じたが，党内に反

対を公言する多くの有力メンバーを抱えていた。全国指導部会議（ ₉月 ₇

日）で，執行部の「賛成」提案が可決（賛成₁₈₈，反対₁₈,棄権 ₈）され，

国民投票に党として「賛成」という立場が決定された₅₆︶。

五つ星運動　議員定数削減をすべての反「特権」改革運動の根源であると

位置づけ，定数削減問題に最も熱心に取り組んできた。ディ・マイオは，

公式の場では，「国会議員の定数が削減されれば法律の質は向上するであろ

う」と主張していたが，国民投票の全国遊説では，議論の中心は，大衆受

けする浪費ストップと支出削減に力点が置かれていた。

同盟　サルヴィーニ（Matteo Salvini）は，公式に党として「賛成」の立場

を表明して次のように言っている。すなわち，「われわれは，本会議場で議

員定数削減に ₄度，賛成票を投じた。今，考えは変えない，両院の活動を

より簡潔で効果的なものにすることに向けられたイニシアチブに参加し続

ける。」。

イタリアの同胞　メローニ党首（Giorgia Meloni）は「ノーがもし好結果

を得れば与党を窮地に追い込むことになるであろうことを私は見逃さない。

しかし，一時的な利益と私が信じることを交換することはしない」と述べ，

党の公式な賛成の立場を明らかにした。おそらく中道右派連合の中では，

賛成で党内意見が一致している。

 <https://www.corriere.it/elezioni/referendum-₂₀₂₀/notizie/referendum-taglio-
parlamentari-quali-partiti-sono-il-si-quali-il-no-₅₆₆₂e₂₀a-f₈₁b-₁₁ea-b₀₇a-₈₉de₈d₉d₃d₆₉.
shtml>

 　② Emanuele Lauria, Taglio parlamentari, vademecum sul referendum: le ragioni 
del Sì, quelle del No e le posizioni dei partiti in La Repubblica ₁₇ settembre on linea

 <https://www.repubblica.it/politica/₂₀₂₀/₀₉/₁₈/news/referendum_costituzionale_
parlamentari_taglio_₂₀_₂₁_settembre-₂₆₇₆₇₅₃₄₅/>
₅₆） しかし，完全に党が「賛成」で一体化したわけではなかった。というのもボル
ドリーニ（Laura Boldrini,元下院議長），ザンダ（Luigi Zanda党財務）といった
党の有力者，また，プローディ（元首相 Romano Prodi），パリージ（国防大臣
Arturo Parisi），ビンディ Rosy Bindiといった民主党の創立以来の大物が，反対を
明言した。

→
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フォルツァ・イタリア　ベルルスコーニ（Silvio Berlusconi）本人は，「グ

リッロ一派が望んだようにことは進んだ。国会議員の削減は，たんなる衆

愚政治的行為に陥る可能性がある。すなわち，政治代表を制限し，自由と

我が国の民主主義を縮小させる。」と改革に批判的である。国民投票の要求

に最も多くの署名者がいる事からもわかるように党内の意見は割れていた。

そこで，有権者にはそれぞれの判断で投票するよう求めた。

イタリアヴィヴァ　イタリアヴィヴァ（Italia viva）の憲法改正への態度は，

冷淡である。党首であるレンツィは，国会議員削減と選挙制度改革を結び

つけることを望んだが，実現しなかった。レンツィは，改革を「衆愚政治

へのスポットであり，ささげ物である。イエス或いはノーいずれが勝利し

ようが，立法過程は何も変わらない。まじめに政治制度改革を行いたいの

であれば，責任感を持って行なう必要がある。」と批判したが，党としては

自主投票とした。

+Europa，Azione　はっきりと反対の立場である。ボニーノ（Emma 

Bonino）は，削減反対の集会で以下のように訴えた。「イエスの勝利は，憲

法が毀損され続けることを意味する。議会は，寄生虫によって占拠された

寄生虫の巣窟であるので，害虫として駆除されるであるという言説を聞く

と，知的に強い嫌悪を感じる」。また， カレンダ（Carlo Calenda）は「必要

とされている議会制度の包括的な改革ではない。私自身は完全な一院制へ

の移行に賛成だ。画一的な削減は，一つの院の代表の重みが増すことにな

り，議会の活動を複雑にする。」と改革案を批判した。

憲法学者の声明₅₇︶　政党・政治団体だけでなく，各種の市民団体が，憲法

改正（議員定数削減）に対する賛否を表明している中で，憲法研究の専門

家という立場から発表された「定数削減に反対する憲法学者声明」が注目

₅₇） 「声明」については，「声明」の運動主体である「議員定数削減：私たちは反対
票を投じる（Riduzione parlamentari: Votiamo No!）のホームページを参照。
<https://noivotiamono₂₀₂₀.com/>
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に値する。「声明」の呼びかけ人₅₈︶ は，声明への賛成獲得の開始を宣言し

た記者会見で「憲法問題は国民の文化の問題領域で，そのあらゆる改正は，

最大限の合意に基づかなければならない」₅₉︶ と強調した。

　「声明」は，その狙いを「我々，憲法及び法学，経済学，社会科学の教

員，研究者は，改正がもたらす憲法の基本原則への危険を説明することで，

なぜ我々が国会議員定数削減に反対するのか，その専門的理由を説明」す

ることに設定しているある。さらに，「声明は，自主的なイニシアチブに基

づくもので，既存の定数削減反対運動を推進している団体から完全に独立

したもので，呼びかけ人，賛同者が集団的に作成した産物である」として，

「声明」が政治的なものでなく「専門者」の立場からでよるものであること

を強調している。「声明」は，最初にイタリア版 Huffington Post ₈ 月₂₄日

アップされたがその際の賛同者は，₁₈₃人であったが，最終的には₆₀₀人に

到達した。

　「声明」は，国会議員定数削減に対する反対理由として次の ₅つを挙げて

いる。

　 ₁）改革は，まず，国会の役割を劣化させ，国会の国民代表性を減少さ

せる。さらに，民主的諸制度の効率の向上，公費の削減という点で評価し

うる利点をもたらすこともない。

　 ₂）改革が，全国の代表は，他の選出機関（欧州議会，州議会，コムー

₅₈） 声明文の作成者で，声明への賛同を推進者は，以下の ₅名。①アッレキサンド
ロ・モレッリ（Alessandro Morelli）メッシーナ大学教授（公法学），②フィアメッ
タ・サルモーニ（Fiammetta Salmoni）グリエルモ・マルコーニ大学教授（公法
学），③ミケーレ・デッラ・モルテ（Michele Della Morte）モリーゼ大学教授（憲
法），④マリーナ・カラモ・スペッキア（Marina Calamo Specchia）バーリ（アル
ド・モーロ）大学教授（比較憲法）⑤ヴィンチェンゾ・カッサマッシマ（Vincenzo 
Casamassima）ベネヴェント・サンニオ大学准教授（憲法）
₅₉） Lina Milella, Taglio dei parlamentari, ₁₈₃ costituzionalisti pronti a votare no al 

referendum in La Repubblica, ₂₄ agosto ₂₀₂₀,
 <https://www.repubblica.it/politica/₂₀₂₀/₀₈/₂₄/news/taglio_dei_parlamentari 

_₁₈₃_costituzionalisti_pronti_a_votare_no_al_referendum-₂₆₅₃₄₂₁₄₉/>



修道法学　43巻　 2号

（　 ）218540

ネ議会（その他）の代表性と統合することが可能であると前提しているこ

とは，あらゆる歴史的な事実及び憲法裁判所判決₆₀︶ に反している。

　 ₃）改革は，人口比例の原則に反し，非合理的な仕方で領域全体の代表

性を減少させる₆₁︶。

　 ₄）改革は，完全な二院制の抱える諸問題を取り除くのではなく反対に

悪化させる（この改革の支持者は，議会制度をより効率的にするという以

前の改革案と同じ目的を実現が達成されると強調するが）。

　 ₅）改革は，代表者（議員）の質と代表機関の役割自体を混同すること

で，国会議員に対する「懲罰的」論理に着想を得ているように見える。

₂.　憲法改正国民投票の結果

　国会議員定数削減の是非を問う国民投票は，新型コロナウイルス感染拡

大を理由とした「非常事態宣言」の発令中に実施された。当初，懸念され

た投票・開票事務をめぐる大きな混乱もなく，ほぼ正常に実施された国民

投票は，賛成派の圧勝といえる結果であった（賛成₆₉.₉₆％，反対₃₀.₀₄％，

イタリア本土）。投票率も₅₃.₈₅％と「非常事態宣言」下であったが₅₀％を

上回った₆₂︶。

　以下，カッタネオ研究所のレポート₆₃︶（「レポート」と表記）に基づい

て，投票結果の特徴を整理することにしよう。

₆₀） 憲法裁判所は，「国会だけが，国民の政治代表の場でありその結果，典型的に
他の機関が代替できない機能を刻印されているのである」と判事している（憲法
裁判所₂₀₀₂年判決₁₀₆号）。

 <http://www.giurcost.org/decisioni/₂₀₀₂/₀₁₀₆s-₀₂.html>
₆₁） 上院についていえば，削減の結果，が過少代表となる州がいくつか生まれる。
たとえば，人口₁₃₀万人のアブルッツォ州は，₄人の定数が与えられるが，₂つの
自治権からなる人口₁₃₀万のトレンティーノ＝アルト・アディジェには ₆の定数が
配分されることになる。
₆₂） 基本的な投票結果の概要については，表 ₆・ ₇・ ₈を参照。
₆₃） Costanza Tortu, Federico Vegetti, Marco Valbuzzi, Moreno Mancosu, Rinaldo 

Vignati e Salvatore Vassallo (a cura di), Referendum2020. Nelle grandi città elettori 
del M5s compatti sul Sì, quelli del Pd divisi tra Sì, No e astensione. Anche gli elettori →
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di centrodestra sostengono la riduzione dei parlamentari Istituto Cattaneo.
 <https://www.cattaneo.org/wp-content/uploads/₂₀₁₈/₀₃/₂₀₂₀-₀₉-₂₂-AnalisiCattaneo-

Referendum.pdf>

→

表 ₆　国民投票の結果

票数 ％

賛成 ₁₇,₉₁₃,₀₈₉ ₆₉.₉₆％

反対 ₇,₆₉₂,₀₀₇ ₃₀.₀₄％

白票 ₂₁₈,₀₉₃

無効 ₂₂₆,₅₆₉

投票総数 ₂₆,₀₅₀,₂₂₇

有権者数 ₅₀,₉₅₅,₉₈₅

出典：イタリア内務省₂₀₂₀年選挙特集サイト
<https://dait.interno.gov.it/elezioni>

表 ₇　国内・海外投票率

地域
₂₀日 ₂₁日

₁₂：₀₀ ₁₉：₀₀ ₂₃：₀₀ 最終結果

イタリア本土 ₁₂.₂₄％ ₂₉.₆₈％ ₃₉.₃₇％ ₅₃.₈₄％

海外 ₂₃.₃₀％

合計 ₅₁.₁₂％

出典：表 ₆に同じ
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表 ₈　州別投票結果

州
賛成 反対 投票数・率

票数 ％ 票数 ％ 投票数 ％

アブルッツォ ₃₈₄,₅₆₅ ₇₃.₇₆ ₁₃₆,₈₀₅ ₂₆.₂₄ ₅₂₇,₇₂₄ ₅₀.₇₈

バジリカータ ₁₆₉,₀₂₄ ₇₅.₈₄ ₅₃,₈₅₆ ₂₄.₁₆ ₂₂₆,₇₂₅ ₄₉.₈₃

カラブリア ₅₂₁,₄₄₄ ₇₇.₅₃ ₁₅₁,₁₃₈ ₂₂.₄₇ ₆₈₆,₆₄₈ ₄₅.₂₁

カンパーニャ ₂,₀₈₇,₃₁₂ ₇₇.₄₁ ₆₀₉,₂₉₀ ₂₂.₅₉ ₂,₇₇₂,₈₀₂ ₆₁.₀₁

エミリア=ロマー
ニャ ₁,₂₇₃,₄₈₅ ₆₉.₅₄ ₅₅₇,₈₁₆ ₃₀.₄₆ ₁,₈₃₁,₃₀₁ ₅₅.₃₇

フリウリ=ヴェネ
ツィア・ジュリ
ア

₂₈,₀₄₂ ₅₉.₅₇ ₁₉₀,₇₄₃ ₄₀.₄₃ ₄₇₅,₃₁₂ ₅₀.₂₂

ラツィオ ₁,₃₀₇,₃₀₄ ₆₅.₈₆ ₆₇₇,₆₉₃ ₃₄.₁₄ ₁,₉₉₉,₄₄₆ ₄₅.₆₈

リグーリア ₄₅₀,₃₅₄ ₆₃.₇₈ ₂₅₅,₈₀₄ ₃₆.₂₂ ₇₁₆,₅₂₅ ₅₉.₁₇

ロンバルディア ₂,₆₀₉,₄₄₄ ₆₈.₁₂ ₁,₂₂₁,₃₁₀ ₃₁.₈₈ ₃,₈₅₆,₅₈₈ ₅₁.₃₆

マルケ ₅₃₃,₄₇₉ ₆₉.₁₉ ₂₃₇,₅₆₉ ₃₀.₈₁ ₇₈₂,₈₈₉ ₆₆.₃₉

モリーゼ ₉₃,₁₇₈ ₇₉.₈₉ ₂₃,₄₅₆ ₂₀.₁₁ ₁₁₈, ₁₅₅ ₄₇.₅₂

ピエモンテ ₁,₁₇₂,₂₃₄ ₆₈.₄₁ ₅₄₁,₂₈₇ ₃₁.₅ ₁,₇₂₈,₁₃₃ ₅₁.₅₅

プーリャ ₁,₄₇₇,₁₆₄ ₇₅.₂₂ ₄₈₆,₆₁₃ ₂₄.₇₈ ₂,₀₁₀,₈₄₉ ₆₁.₉₁

サルデーニャ ₃₂₂,₂₀₀ ₆₆.₈₄ ₁₅₉,₈₄₃ ₃₃.₁₆ ₄₈₄,₆₆₁ ₃₅.₇₁

シチリア ₁,₀₅₅,₃₅₁ ₇₅.₈₈ ₃₃₅,₃₉₇ ₂₄.₁₂ ₁,₄₀₀,₅₁₂ ₃₅.₃₉

トスカーナ ₁,₂₁₆,₉₅₃ ₆₅.₉₆ ₆₂₇,₉₄₈ ₃₄.₀₄ ₁,₈₇₀,₂₃₇ ₆₅.₈₉

トレンテーノ・
ア ル ト・ア ル
ジェ

₃₉₀,₄₉₀ ₇₀.₈₉ ₁₆₀,₃₈₈ ₂₉.₁₁ ₅₇₁,₉₇₂ ₇₀.₉₆

ウンブリア ₂₂₁,₉₈₉ ₆₈.₇₂ ₁₀₁,₀₆₂ ₃₁.₂₈ ₃₂₅,₃₁₉ ₄₈.₇₅

ヴァッレ・ダオ
スタ ₄₈,₁₆₅ ₆₇.₉₆ ₂₂,₇₀₈ ₃₂.₀₄ ₇₂,₇₀₉ ₇₃.₄₄

ヴェネト ₁,₅₅₃,₂₁₈ ₆₂.₄₄ ₉₃₄,₃₁₃ ₃₇.₅₆ ₂,₅₂₂,₆₅₀ ₆₇.₅₅

出典：表 ₆に挙げた内務省のデータに基づき作成
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（₁）投票率について

　「レポート」は，投票率の地域的特徴として，国民投票と同時に州知事選

挙が実施された ₇つの州（カンパーニャ，リグーリア，マルケ，プーリャ，

トスカーナ，ヴァッレ・ダオスタ）の得票率がその他の州と比べて高いこ

とを指摘している。（図 ₂から視覚的にも明白）

　この州知事選挙が同時に実施されることで国民投票の投票率が上昇する

効果（「州知事選挙効果」）は，どの程度のものであったあったのか。 ₇州

に属するコムーネの国民投票の平均投票率は₆₃.₅％で，それ以外のコムー

ネの平均投票率は，₄₈.₃％でその差は，₁₅.₅％であった。しかし，国民投

票と州知事選挙の対象になった有権者は，全有権者の約 ₃分の ₁であるこ

とから，実質的な「州効果」は，₃.₆％といえる。

図 ₂　投票率の全国分布

出典：Referendum2020. Nelle grandi città elettori del M5s compatti sul Sì, quelli del Pd 
divisi tra Sì, No e astensione. Anche gli elettori di centrodestra sostengono la 
riduzione dei parlamentari Istituto Cattaneo, 2020, p. 4
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　さらに，「州知事選挙効果」の地域的な相違を示したものがグラフ ₁であ

る。グラフから，この効果が大きいのは南部で，中部，北部の順に実質的

に減少しているのがわかる。これは，伝統的に南部の投票率が低く同時選

挙によって，市民のより広い部分を投票に動員する余地が多いからだと考

えられる。逆に投票率が一般的に高い北部・中部では，この「効果」減少

する。

（₂）₂₀₁₆年国民投票と₂₀₂₀年の国民投票の比較－投票行動の変化

　次に「レポート」は，ブレッシャ（ロンバルディア州），アッレサンドリ

ア（ピエモンテ州），ナポリ（カンパーニャ州）で行った出口調査（表 ₉）

に基づいて，₂₀₁₆年と₂₀₂₀年の国民投票での投票行動の変化を分析した。

その結果， ₂つの国民投票の間で最も目立つ投票行動の変化は，賛成から

反対或いは反対から賛成への投票行動の変化であった。たとえば，ブレッ

シャでは，両方の国民投票で賛成或いは反対した者は，それぞれ有権者の

₇.₂％，₃.₀％に止まった。それに対して，投票行動を変え，賛成から反対

に移った者は，₁₆.₁％，反対から賛成に移った者は，₂₃.₃％であった。同

じような傾向は，アッレサンドリア，ナポリでも確認できた。しかし，投

票移動は，都市ごとに多様であり，さらなる調査・分析が求められる。

グラフ ₁　「州効果」の地域差

出典：図 ₂に同じ，p. ₅
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　また，「レポート」は，この投票移動から「 ₂つの憲法改正が，有権者に

よってはっきりと対立するものと解釈された」という推論を導き出し，

「₂₀₁₆年の憲法改革を『最悪の改革（schiforma）』（反対者の一部はこう呼

んだ）と判断し者は，概ね国会議員定数削減に賛成し，反対にレンツィが

望んだ憲法改正を支持した者の多くは，概ね議員定数削減に反対した。」。

（₃）国民投票結果の地域的特徴

　次に，「レポート」は，コムーネの人口規模別，地域別（南部・北部）で

の国民投票結果の相違について分析し，以下の ₂点を挙げている。まず，

表 ₉　₂₀₁₆年国民投票から₂₀₂₀年国民投票での投票行動の変化

アッレサンドリア

₂₀₁₆年国民投票
₂₀₂₀年国民投票 賛成 反対 棄権

賛成 ₇.₉ ₂₁.₂ ₀,₆
反対 ₁₁.₀ ₃.₄ ₀.₀
棄権 ₇.₉ ₁₅.₇ ₃₂.₃

ブレッシャ

₂₀₁₆国民投票
₂₀₂₀年国民投票 賛成 反対 棄権

賛成 ₇.₂ ₂₃.₃ ₀.₀
反対 ₁₆.₁ ₃.₀ ₀.₇
棄権 ₁₃.₀ ₁₂.₂ ₂₄.₄

ナポリ

₂₀₁₆年国民投票
₂₀₂₀年国民投票 賛成 反対 棄権

賛成 ₀.₀ ₂₆.₃ ₈.₅
反対 ₁₀.₉ ₁.₀ ₀.₀
棄権 ₆.₁ ₉.₂ ₃₈.₀

出典：図 ₂と同じ， ₇頁。
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人口規模については，大都市圏と中規模・過疎地域での結果の相違で，大

都市では反対票が多く，小都市では，少ないという傾向にあると指摘して

いる。第 ₂は地域的相違で，北部の方が南部より反対派が健闘した。（表₁₀

及びグラフ ₂参照）

図 ₃　賛成率の分布

表₁₀　人口規模・地域別反対率

南部 北部

全体 ₂₇.₄ ₃₂.₈

人口₂₅₀.₀₀₀以上 ₃₅.₅ ₄₁.₄

₁₀₀.₀₀₀－₂₅₀.₀₀₀ ₂₈.₅ ₃₆.₃

₅₀.₀₀₀－₁₀₀.₀₀₀ ₂₅.₇ ₃₄.₇

₁₅.₀₀₀－₅₀.₀₀₀ ₂₅.₀ ₃₂.₂

₁₅.₀₀₀以下 ₂₄.₀ ₃₀.₉

出典：図 ₂と同じ，p. ₈.
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（₄）国民投票の党派別結果　₂₀₁₉年欧州選挙を基礎として

　₂₀₁₉年度欧州議会選挙における政党選択を基礎に国民投票への投票行動

（ブレッシャ，アッレサンドリア，ナポリ，トリノの ₄つのコムーネ）を整

理したのが表₁₁である。

　表によれば，政党の公式の立場（賛成）に反した投票をした支持者が最

も多かったのは民主党であった。平均してと国会定数削減に賛成したのは

半数に止まり，残りの半数は，反対と棄権に割れた。もっとも支持者の票

が割れたのはナポリで民主党の支持者の過半数（₅₃.₄％）が憲法改正に反

対票を投じた。国民投票の賛成と反対で票がハッキリと割れたのが民主党

の支持者であったのに対して，党の公式見解である賛成に基本的に一致し

て投票したのが五つ星運動の支持者であった（ ₄都市の平均で賛成票率，

₈₃.₅％）

（₅）社会・経済的格差と国民投票の結果　ボローニャ，トリノ

　カッタネオ研究所のレポート ₂ ₆₄︶ は，社会・経済的格差と国民投票の投

グラフ ₂　コムーネの人口規模別・地域別反対票の分布

出典：Davide Pellegrino, Marco Valbruzzi ( a cura di ), Referendum 2020 La forza del 
No nei quartieri ricchi, colti e ＂borghesi＂, Analisi del referendum nelle città di 
Bologna e Torino, Istituto Cattaneo, ₂₀₂₀. p. ₃.

₆₄） Davide Pellegrino, Marco Valbruzzi (a cura di ), Referendum 2020 La forza del 
No nei quartieri ricchi, colti e ＂borghesi＂, Analisi del referendum nelle città di Bologna →
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票行動の関係について，ボローニャ，トリノの ₂都市を対象に分析してい

る。レポートは，①就業率，②失業率，③不動産の平均価値評価，④中学

校未卒業率，⑤成人における大学卒業率，⑥潜在的に経済問題を抱えた家

族の範囲，という ₆の指標を基に， ₂都市を社会・経済的困窮状況を ₃つ

のレベル（低い，中程度，高い）の諸地域に分類した。

　図 ₄・ ₅から，①ボローニャについては，郊外の東地域及び町の北部の

一部が最も社会・経済的な困窮地域で，反対に最も豊かな地域は，歴史的

中心街の内部或いは南部の丘陵地帯であり，②トリノについては，困窮地

域は，北部の郊外或いは南部の郊外地域であり，一方，富裕なトリノ人は，

街の中心及び東地区又はトリノの丘陵地帯に集中していることがわかる。

e Torino, Istituto Cattaneo, ₂₀₂₀.
→

表₁₁　欧州議会選挙結果を基礎とした党派別国民投票の投票行動

欧州議会→ 賛成 反対 棄権

ブレッシャ Pd ₅₀ ₃₁ ₂₀
M₅s ₈₃ ₀ ₁₇
FI ₀ ₄₀ ₆₀
Lega ₇₆ ₁₁ ₁₃

アッレサンドリア Pd ₅₆ ₂₀ ₂₄
M₅s ₅₈ ₀ ₄₂
FI ₀ ₇₄ ₂₆
Lega ₅₆ ₁₆ ₂₈

ナポリ Pd ₄₇ ₅₃ ₀
M₅s ₁₀₀ ₀ ₀
FI ₁₀ ₃₅ ₅₆
Lega ₇₆ ₁₈ ₆

トリノ Pd ₄₀ ₄₅ ₁₅
M₅s ₉₃ ₀ ₇
FI ₀ ₅₁ ₄₉
Lega ₆₃ ₀ ₃₇

出典：図 ₂に同じ，p. ₁₀.
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　図 ₆・ ₇は， ₂つの都市ついて，国民投票への賛成票が上回った地域と

反対票が上回った地区を示したものである。図から分かるように，ボロー

ニャでもトリノでも多くの反対票を獲得したのは，富裕層が居住する歴史

地区，丘陵地帯であった。その一方で，賛成票は， ₂つの都市の地理的に

郊外に位置し，社会的に排除された地区で勝利した。

　以上のことから，「議員定数削減への賛成票が，社会・経済的困窮度が最

図 ₄　社会・経済的困窮レベル（ボロー
ニャ）

図 ₅　社会・経済的困窮レベル（トリ
ノ）

図 ₇　トリノの国民投票結果図 ₆　ボローニャの国民投票結果

出典：グラフ ₂と同じ，p. ₅

出典：グラフ ₂と同じ，p. ₅
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も高いレベルにあるという特徴を持った地域におもに集中しているという

ことから，憲法改正案への支持には，社会的含意があるように見える。」₆₅︶。

この点はグラフ ₃が，「最も豊かな地域から貧しい地域に地域を移動すると

ともに，反対は支持を失っている」₆₆︶ ことを示していることからも明らか

である。

₆₅） Davide Pellegrino, Marco Valbruzzi (a cura di ), op. cit. p. ₆．
₆₆） Ibidem.

グラフ ₃　憲法改正反対表と社会・経済的格差の関係

出典：グラフ ₂と同じ，p. ₆.　社会経済格差の指標は， ₀から ₁の範囲で ₀は，格
差が存在しないことを示し， ₁は，最も深刻な格差を持った地域であること
を意味している。


